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第１ 東京都環境影響評価制度の見直しに関する諮問及び審議の経緯 

  

環境影響評価制度（以下「本制度」という。）は、事業者が大規模な開発事業などを実

施する際に、あらかじめ、その事業が環境に与える影響を予測・評価し、その内容につ

いて、住民や関係自治体などの意見を聴くとともに専門的立場からその内容を審査する

ことなどにより、事業実施による環境への影響をできる限り少なくするための一連の手

続の仕組みである。 

都では、環境影響評価法の成立に先駆けて、東京都環境影響評価条例（以下「条例」

という。）を昭和 55年に制定した。翌昭和 56年の施行以来、これまでに 350件を超える

案件に適用され、大規模事業が環境に与える影響の低減に大きな成果を上げてきた。  

この間、平成 14年には、国内初の計画段階環境影響評価制度導入に係る条例改正を行

うなど、東京の環境保全を図るため先進的な取組を行ってきた。 

現在の都における本制度を取り巻く状況を見ると、本制度の創設から 37 年が経過し、

高度成長期以降に整備し、今後、更新期を迎える施設の増加が見込まれるなど、変化が

生じている。これまで、条例に規定する対象事業について施設の更新があった場合、新

たに施設を設置する際と同程度の環境への影響を及ぼすおそれもあることから、条例の

新設等の規定を適用して本制度を運用してきた。しかしながら、本制度の手続は事業者

の一定の負担を伴うものであるため、施設の更新の要件を明確化するなど、より適切で

分かりやすいものに見直すことが必要である。 

このような背景から、当審議会は、昨年 12月に東京都知事から「東京都環境影響評価

制度の見直しについて」諮問を受け、以来、環境影響評価制度検討特別部会を設置し、

本制度の手続の明確化を中心とした見直しについて専門的見地から検討を行ってきた。 

本年６月には、これまでの議論を「中間のまとめ」として公表し、これに対する都民

等の意見を聴き、更に審議を重ねてきた。 

当審議会は、これらを踏まえた審議の結果をまとめるに至ったので、ここに答申する。 

 

 

第２ 東京都環境影響評価制度の見直しについて 

 

１ 本制度の手続の明確化を中心とした見直し 

 

（1）施設更新時等の手続の明確化 

 

【現状と課題】 

施設の更新時においては、次の理由から、環境影響評価手続を行う必要がある。 

 

① 施設の更新は、新設と同程度の環境への影響を及ぼすおそれがあり、解体工事の
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影響も含めれば、新設以上の環境への影響を及ぼすおそれもあること。 

② 施設は一度設置されると長期にわたり使用され、設置による環境への影響は将来

にわたって継続することになる。そのため、新設時と同様に、更新時も環境への影

響をできる限り少ないものとする必要があること。 

③ 制度創設時になかった手続の導入や環境影響評価項目の追加など、本制度も見直

されてきた。それに合わせた適正な評価手続を更新事業に対しても行う必要がある

こと。 

 

これまでは、条例第２条で定義する対象事業及び個別計画について、その内容及び規

模を定める東京都環境影響評価条例施行規則（以下「施行規則」という。）に、施設の新

設、増設等の規定はあるが更新についての規定がないため、施設の新設等の規定を適用

して手続を実施してきた。 

今後、施設の更新の増加が見込まれることから、より適正かつ円滑に環境影響評価手

続の運用を図るため、施設の更新が本制度の対象となることを明確化する必要がある。 

 

【今後の方向性】 

施設の更新については、次のとおり明確化することが適当である。 

 

ア 更新の定義を新たに定める。 

条例及び施行規則には、更新についての規定がないことから、まず更新の定義を

置くことが適当である。 

規定に当たっては、「更新とは、既存の施設（建築物、工作物その他の施設をいう。

以下同じ。）と同一敷地において、既存の施設の全部又は一部の除却を、当該既存の

施設と同一の用に供する施設の設置と併せて行う行為をいう。ただし、補修工事等

施設の保全のために行うものその他の知事が定めるものを除く。」など分かりやすい

ものとすることが適当である。 

なお、「既存の施設と同一の用に供する施設」とは、例えば、工場等の敷地内の施

設の更新は、個別の施設の用途にかかわらず更新に含まれるものとするよう、対象

事業に係る施設として同一であることが分かるように規定するべきである。 

また、施設によっては更新により設置する施設の敷地が既存の施設の敷地に収ま

らない場合があることに留意して規定すべきである。 

 

イ 更新の要件を対象事業の種類ごとに新たに定める。 

対象事業ごとの考え方の詳細は、別表「「更新」の視点での対象事業の整理」に示

す。 

更新の規模要件については、更新は、既存施設の解体工事を除けば、新設等と同

じ形態の行為であることから、これまでの考え方と同様、新設等の規模要件と同じ
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規模で定めることが適当である。 

一方、道路並びに鉄道、軌道及びモノレール（以下「鉄道等」という。）について

は、現行では、道路の改築や鉄道等の改良に相当する更新を対象事業とする規定が

ないが、環境への影響を考慮すると、高架又は橋梁の道路又は鉄道等について、橋

脚、橋台又は桁の除却を伴う更新をする場合、対象事業とすることが適当である。

また、その規模要件については、道路の改築や鉄道等の改良に相当する行為である

ことから、これらの規模要件と同じ規模で定めることが適当である。 

なお、対象事業のうち、更新が想定できないもの、現在都内に該当する施設がな

いもの及び個別施設の更新が対象になり得ないものについては要件を定める必要は

ない（これに該当する対象事業は、別表の更新欄に更新の対象外とする理由を記載）。 

ただし、現在都内に該当する施設がない対象事業について、今後、該当する施設

が存在することになった場合には、新設等の規定に準じて、更新の要件を定めるこ

とが適当である。 

  

ウ 更新以外の対象事業の内容についての見直しを行う。 

道路及び鉄道等は、それぞれ改築、改良の場合の規模要件を、事業段階環境影響

評価では長さ１km以上、計画段階環境影響評価では長さ２km以上と定めている。同

様の線的開発事業でありながら、鉄道等の改良には、本線路の増設のほか、地下移

設、高架移設その他の移設が含まれているのに対し、道路の改築には、車線数の増

加のみで、移設は含まれていない。 

更新と同様に環境への影響を及ぼすおそれがある道路の地下移設、高架移設等に

ついても、鉄道等と同様に、改築の定義に含めて規定することが適当である。 

また、バイパス道路について、環境影響評価法施行令が改築の定義に含めている

ことにならい、条例においても道路の改築に定義することが適当である。 

さらに、線的開発事業である送電線路についても、現在、移設についての規定が

ないため、更新と併せて鉄塔等の移設を伴うものについても規定することが適当で

ある。 

 

（2）事業内容等変更時の手続要件の明確化 

 

【現状と課題】 

条例第 62 条、第 37 条では、対象事業又は対象計画の案の目的又は内容（以下「事

業内容等」をいう。）を変更する場合の知事への届出義務を定めている。この例外とし

て、軽微な変更その他規則で定めるものは届出を要しないとしているが、軽微な変更

その他規則で定めるものについての具体的な定めがない。 

しかしながら、変更届の提出は、事業者にとって一定の負担を伴うため、届出を不

要とする要件を明確化することが必要である。 
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【今後の方向性】 

ア 事業内容等の変更 

変更届は、事業内容等が変更となった場合に、都が変更内容を正確に把握し、

環境に著しい影響を及ぼすおそれがあるときは手続の再実施を求めるなど、適正

な手続の実施を行うために欠かせない。また、変更内容を知事が公表し、都民に

対し周知を図ることとしている。 

具体的な要件の設定に当たっては、こうした変更届の意義を踏まえつつ設定す

る必要がある。 

 

５ページ「事業内容等の変更時の手続について」の図の中に、変更届が不要と

なる場合の要件として、①から④までの考え方を示している。 

「①基本的な諸元以外の変更又は当該基本的な諸元の増加が１０％未満である

変更若しくは減少がある変更」又は「②変更後の対象事業について変更前の関係

区市町村長以外の区市町村長が含まれていない変更」に該当しない場合は、環境

影響評価法令では手続の再実施を求めていることにならい、本制度による変更の

届出の後は東京都環境影響評価審議会（以下「審議会」という。）への意見聴取を

経て、手続の再実施を求めることが適当である。 

 

イ 氏名等の変更 

条例第 62 条、第 37 条は、事業内容等の変更だけでなく、事業者の氏名若しく

は住所又は対象事業の名称（以下「氏名等」という。）の変更があった場合、いず

れも特段の区別なく同一の様式で変更の届出を提出することになっている。 

氏名等の変更は、環境影響評価手続の再実施に関わらないため、事業内容等の

変更届とは別の様式により届出を求め、そのまま引き続く手続を実施するように

運用することが適当である。 
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引き続く手続の実施 

事業内容等の変更時の手続について 

＜変更内容＞ 

事業者氏名・住所 
（法人の名称・代表
者氏名・所在地） 

変更届（事業内容等変更届） 

対象事業（計画段階では、対象

計画の案。以下同じ。）の名称 

対象事業の目的又は内容 

手続の再実施 

＜環境影響評価審議会への意見聴取＞ 

手続の再実施の開始時点について 

有 無 

変更届(氏名等変更届) 

変更届が不要となる場合 変更届が必要となる場合 

今回追加する部分は、下線部 

＜変更届が不要となる場合＞ 

●軽微な変更その他の規則で定めるものについては、変更届が不要となる。 

⇒次の①から④までの全ての要件に該当する対象事業の変更の場合には、

変更届が不要となる。 

① 施設の長さ、敷地面積、処理能力その他の数値で表される対象事業

の基本的な諸元以外の変更又は当該基本的な諸元の増加が１０％未満

である変更若しくは減少がある変更。ただし、環境影響が相当な程度

を超えて増加するおそれがあると認めるべき特別の事情がある変更を

除く。 

② 変更後の対象事業について、変更前の事業段階関係区市町村長（計

画段階では、計画段階関係区市町村長）以外の区市町村長が含まれて

いない変更 

③ 対象事業の変更のうち、工期の変更がないもの 

④ 対象事業の変更によって、次のアからエまでの括弧内の事項をいず

れも変更する必要がない変更 

ア 環境配慮書又は特例環境配慮書に記載した「環境影響評価の項

目」・「環境に及ぼす影響の予測・評価の内容」 

イ 環境影響評価調査計画書に記載した「環境影響評価の項目」 

ウ 環境影響評価書案に記載した「環境影響評価の項目」・「環境に及ぼ

す影響の予測・評価の内容」 

エ 環境影響評価書に記載した「環境影響評価の項目」・「環境に及ぼす

影響の予測・評価の内容」 

＜知事＞環境に著しい影響を及ぼすおそれの有無の認定 
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２ 本制度の運用上の課題の見直し 

 

（1）事業者のより主体的な手続の実施 

ア 審議会への事業者の参加 

 

【現状と課題】 

審議会は、環境影響評価図書（以下「図書」という。）に係る審査意見書の作成につい

て、知事の諮問に応じ答申を行う権限を有している。 

他の自治体の例では、事業者が、審議会において事業の内容等を説明しているが、都

の場合、条例や施行規則に審議会への事業者の出席等に係る規定がなく、審議会委員へ

の説明を全て都が担っている。 

本制度は、事業者が主体的に環境の保全について適正な配慮を行う手続の仕組みであ

り、この趣旨からすれば、事業者が事業の内容等についての説明責任を果たすべきであ

る。 

 

【今後の方向性】 

審議会は、事業者に対して審議会への出席、審議会において説明を求めることができ

ることを明文化すべきである。 

なお、この規定は、事業者には一定の負担を伴うことや本制度の基本的な事項である

ことから、条例上に設けることが適当である。 

 

（2）氏名等の公表に係る条例規定の見直し 

 

【現状と課題】 

条例第 91条は、事業者が条例に定める手続を行わなかったときに、その氏名及び住所

やその事実を公表することを定めている。 

この条文は、手続に従わない事実があれば、直ちに氏名等を公表するという直罰的な

定め方であるが、他の自治体の例では、氏名等の公表の前に指導や勧告を行い、それで

も是正されないときは公表する措置を講じることが一般的である。 

都は、これまでも手続の確実な遂行を担保するという趣旨から、より早期に是正を図

るために指導や勧告を行うものと解してきたが、現行の規定はこの考え方に即していな

い。 

 

【今後の方向性】 

違反があると認められるときは、氏名等の公表の前に、必要な措置を講じるよう勧告

する規定を設けることが適当である。 
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（3）環境影響評価図書の公表方法の見直し 

 

【現状と課題】 

現在公表している図書には、環境配慮書、特例環境配慮書、環境影響評価調査計画書、

環境影響評価書案、評価書案に係る見解書、環境影響評価書、事後調査報告書等がある。 

都民等の理解や信頼を得て手続の適正な履行を確保するため、機密情報の取扱いに留

意しながら、都は条例に基づき図書を縦覧期間中に縦覧に供するほか、縦覧期間終了後

もウェブサイト上で図書の概要の公表や紙媒体での図書の貸出を行っている。 

しかしながら、公表の方法は紙媒体による図書の縦覧が中心であるため、図書の全文

を閲覧する場合は平日に縦覧場所に赴く必要がある。さらに、縦覧期間中は都の本庁舎

の窓口だけでなく、都の事業所の窓口や関係する区市町村の窓口も含め複数の窓口で縦

覧に供しているが、縦覧期間終了後は、都の本庁舎の窓口でのみ閲覧に供するなど、利

用者への制約が大きい。 

 

【今後の方向性】 

手続が適正かつ円滑に履行されるよう努める責務を持つ都は、都民の利便性を考慮し、

事業者の同意を得るなど著作権にも配慮した上で、ウェブサイトに全文を掲載するなど、

より積極的に図書を公表するべきである。 

また、図書は、制度や事業に対する都民等の理解の促進や予測・評価技術の向上など

に資するものであることから、縦覧期間中のみならず縦覧期間終了後も、公表する図書

の種類・公表期間について必要性を考慮した上で、ウェブサイトに掲載することが望ま

しい。 

 

 

３ 更なる制度改善に向けて 

 

本審議会は、施設更新時の手続の明確化を中心として、早期に見直すべき事項を検討

してきた。 

今回検討した事項以外にも、次の論点は、本制度の更なる改善に向けた重要な事項で

あり、今後も本制度がその役割を十分に果たしていくよう、本格的な検討を進めていく

必要がある。 

（1）計画段階環境影響評価制度の見直し 

平成 14年度に創設した計画段階環境影響評価制度は、都が策定する計画を対象に、

計画の早い段階で複数案の比較評価を行う手続の仕組みである。創設から 16 年経過

しており、これまでの実績、国や他自治体の動向等を踏まえ、制度適用の対象事業の

あり方など制度の見直しについて検討する必要がある。 

（2）自主的な環境影響評価制度の導入 
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法や条例の対象にならない事業等に対して、事業者が自ら行う環境影響評価は、事

業者が行う事業に環境配慮を組み込むために重要な手段であると考える。自主的な環

境影響評価を促進する観点で制度上に位置付けている自治体もあり、他の事例等を参

考にしながら、自主的な環境影響評価の仕組みの導入について検討する必要がある。 

（3）対象事業の種類や要件の見直し 

対象事業の種類や要件は、制度創設時からほとんど変わっていないが、制度を取り

巻く状況は時時刻刻変化していることから、これらの見直しについても更に検討する

必要がある。 
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凡例 

１ 今回追加する部分は、下線部 

２ 「事」は事業段階アセスメント、「計」は計画段階アセスメントの要件 

 

１ 線的開発事業 

事業 新設等 増設等 更新等 

道 路 の 新

設 又 は 改

築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新設】 

・高速自動車国道（道路法第３条第１号の高

速自動車国道。以下同じ。）及び自動車専用

道路（道路法第 48条の２第１項又は第２項

の規定により指定しようとする道路。以下同

じ。）：「事」全て 

・その他の道路（道路交通法第２条第１項第

１号の道路。高速自動車国道及び自動車専用

道路を除く。以下同じ。）（４車線以上）：「事」

１㎞以上※３／「計」２㎞以上 

【改築】（車線増等）※１ 

・高速自動車国道及び自動車専用道路：「事」

１㎞以上※３ 

・その他の道路（４車線以上※４）：「事」１

㎞以上※３／「計」２㎞以上 

【改築】（更新・移設）※２ 

・高速自動車国道及び自動車専用道路：「事」

１㎞以上※３ 

・その他の道路（４車線以上※４）：「事」１

㎞以上※３／「計」２㎞以上 

  

「更新」の視点での対象事業の整理 別表 

※３ 新設又は改築する区間の長さが１㎞未満でも対象事業の一部又は延長として実施するものは、軽微なものとして知事が定めるもの

を除き、対象とする。 

※４ 改築については、改築の結果４車線以上になるものを含む。 

※２「改築」は、地下移設、高架移設その

他の移設（軽微な移設として知事が定め

るものを除く。）又は高架若しくは橋梁

の道路の更新（橋脚、橋台又は桁の除却

を伴う場合に限る。）に限る。 

※１「改築」は、車線（付加追越車線、登

坂車線、屈折車線、変速車線を除く。）

の数が増加すること又は新たに道路（そ

の他の道路については、４車線以上であ

るもの）を設けることに限る。 
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事業 新設等 増設等 更新等 

鉄道、軌道

又 は モ ノ

レ ー ル の

建 設 又 は

改良 

 

 

【建設】 

・鉄道（全国新幹線鉄道整備法第２条の新幹

線鉄道、鉄道事業法第２条第１項の鉄道事業

の用に供する鉄道。以下同じ。）、専用鉄道（鉄

道事業法第２条第６項の専用鉄道。以下同

じ。）、軌道（軌道法の適用を受ける軌道。以

下同じ。）又はモノレール：「事」全て／「計」

新幹線を除く全て 

【改良】（線路増）※１ 

・鉄道、専用鉄道、軌道又はモノレール：「事」

１㎞以上※３／「計」２㎞以上（新幹線に係

る改良を除く。） 

【改良】（更新・移設）※２ 

・鉄道、専用鉄道、軌道又はモノレール：「事」

１㎞以上※３／「計」２㎞以上（新幹線に係

る改良を除く。） 

送 電 線 路

の 設 置 又

は変更 

【新設設置】 

・送電線路（電気事業法施行規則第１条第２

項第２号の送電線路。以下同じ。）（架空線の

ものに限る。）：「事」電圧 17 万Ｖ以上かつ

長さ１㎞以上 

【延長・昇圧】 

・送電線路（架空線のものに限る。）：「事」

電圧 17 万Ｖ以上かつ延長する区間の長さ１

㎞以上 

・送電線路（架空線のものに限る。）：「事」

電圧 17 万Ｖ以上に変更（昇圧）かつ変更す

る区間の長さ１㎞以上 

【更新・移設】 

・送電線路（架空線のものに限る。）：「事」

電圧 17 万Ｖ以上かつ更新（鉄塔等の除却を

伴う場合に限る。）を行う区間の長さ１㎞以

上 

・送電線路（架空線のものに限る。）：「事」

電圧 17 万Ｖ以上かつ移設（鉄塔等の移設を

伴う場合に限る。）を行う区間の長さ１㎞以

上 

 

 

※３ 改良する区間の長さが１㎞未満でも対象事業の一部又は延長として実施するもの

は、軽微なものとして知事が定めるものを除き、対象とする。 

※１「改良」は、本線路の増設（一の停車

場に係るものを除く。）に限る。 

※２「改良」は、本線路の地下移設、高架

移設その他の移設（軽微な移設として

知事が定めるものを除く。）又は高架若

しくは橋梁の本線路の更新（橋脚、橋

台又は桁の除却を伴う場合に限る。）に

限る。 
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２ 規模要件に敷地面積等が含まれる事業 

事業 新設等 増設等 更新等 

工 場 の 設

置 又 は 変

更 

【新設設置】 

・製造業で公害型の工場（※）：「事」敷地面

積 9000 ㎡以上又は建築面積の合計 3000 ㎡

以上／「計」敷地面積 18000 ㎡以上又は建

築面積の合計 6000 ㎡以上 

 

 

 

 

 

 

 

【増設】 

・製造業で公害型の工場（※）：「事」増加す

る敷地面積4500㎡以上かつ増設後敷地面積

9000 ㎡以上又は増加する建築面積 1500 ㎡

以上かつ増設後建築面積の合計3000㎡以上

／「計」増加する敷地面積 9000 ㎡以上かつ

増設後敷地面積 18000 ㎡以上又は増加する

建築面積3000㎡以上かつ増設後建築面積の

合計 6000 ㎡以上 

【更新】 

・製造業で公害型の工場（※）：「事」更新（既

存の施設の全部を除却する場合に限る。）に

より設置する工場の敷地面積9000㎡以上又

は更新により設置する建築物の建築面積の

合計 3000 ㎡以上／「計」更新（既存の施設

の全部を除却する場合に限る。）により設置

する工場の敷地面積 18000 ㎡以上又は更新

により設置する建築物の建築面積の合計

6000 ㎡以上 

終 末 処 理

場 の 設 置

又は変更 

【新設設置】 

・終末処理場（下水道法第２条第６号の終末

処理場。以下同じ。）：「事」敷地面積 5ha 以

上又は汚泥処理能力（固形物量）の合計 100

ｔ/日以上／「計」敷地面積 10ha 以上又は

汚泥処理能力（固形物量）の合計 200ｔ/日

以上 

 

【増設】 

・終末処理場：「事」増加する敷地面積 2.5ha

以上かつ増設後敷地面積 5ha 以上又は増加

する汚泥処理能力（固形物量）の合計 50ｔ/

日以上かつ増設後汚泥処理能力（固形物量）

の合計 100ｔ/日以上／「計」増加する敷地

面積5ha以上かつ増設後敷地面積10ha以上

又は増加する汚泥処理能力（固形物量）の合

計 100ｔ/日以上かつ増設後汚泥処理能力

（固形物量）の合計 200ｔ/日以上 

 

【更新】 

・終末処理場：「事」更新（既存の施設の全

部を除却する場合に限る。）により設置する

終末処理場の敷地面積若しくは更新により

設置する施設の施工区域面積の合計 5ha 以

上又は更新により設置する施設の汚泥処理

能力（固形物量）の合計 100ｔ/日以上／「計」

更新（既存の施設の全部を除却する場合に限

る。）により設置する終末処理場の敷地面積

若しくは更新により設置する施設の施工区

域面積の合計 10ha 以上又は更新により設

置する施設の汚泥処理能力（固形物量）の合

計 200ｔ/日以上 

（※）「製造業で公害型の工場」：製造業（物品の加工修

理業を含む。）に係る工場又は事業場で、大気汚染防止

法第２条第２項のばい煙発生施設、同条第 9項の一般粉

じん発生施設及び同条第 10 項の特定粉じん発生施設、

水質汚濁防止法第２条第２項の特定施設、騒音規制法第

２条第１項の特定施設又は振動規制法第２条第１項の

特定施設を有するもの 
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事業 新設等 増設等 更新等 

産 業 廃 棄

物 の 中 間

処 理 施 設

の 設 置 又

は変更 

【新設設置】 

・産業廃棄物の中間処理施設（廃棄物の処理

及び清掃に関する法律施行令第７条第１号

から第 13号の２までの施設。以下同じ。）：

「事」敷地面積 9000 ㎡以上又は建築面積

3000 ㎡以上 

【増設】 

・産業廃棄物の中間処理施設：「事」増加す

る敷地面積4500㎡以上かつ増設後敷地面積

9000 ㎡以上又は増加する建築面積 1500 ㎡

以上かつ増設後建築面積 3000 ㎡以上 

【更新】 

・産業廃棄物の中間処理施設：「事」更新（既

存の施設の全部を除却する場合に限る。）に

より設置する産業廃棄物の中間処理施設の

敷地面積9000㎡以上又は更新により設置す

る建築物の建築面積 3000 ㎡以上 

卸 売 市 場

の 設 置 又

は変更 

 

【新設設置】 

・卸売市場（卸売市場法第２条第２項の卸売

市場。以下同じ。）：「事」敷地面積 10ha 以

上／「計」敷地面積 20ha 以上 

【増設】 

・卸売市場：「事」増加する敷地面積５ha 以

上かつ増設後敷地面積 10ha 以上／「計」増

加する敷地面積 10ha 以上かつ増設後敷地

面積 20ha 以上 

【更新】 

・卸売市場：「事」更新（既存の施設の全部

を除却する場合に限る。）により設置する卸

売市場の敷地面積又は更新により設置する

施設の施工区域面積の合計 10ha 以上／

「計」更新（既存の施設の全部を除却する場

合に限る。）により設置する卸売市場の敷地

面積又は更新により設置する施設の施工区

域面積の合計 20ha 以上 

都 市 計 画

法 第 ４ 条

第 11 項の

第 二 種 特

定 工 作 物

の 設 置 又

は変更 

 

 

【新設設置】 

・第二種特定工作物：「事」事業区域面積 40ha

以上（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha

以上）／「計」事業区域面積 80ha 以上（樹

林地等を 30ha 以上含む場合は 40ha 以上） 

【増設】 

・第二種特定工作物：「事」増加する事業区

域面積 20ha 以上かつ増設後事業区域面積

40ha 以上（樹林地等を 7.5ha 以上含む場合

は増加する事業区域面積 10ha 以上）／「計」

増加する事業区域面積 40ha 以上かつ増設

後事業区域面積80ha以上（樹林地等を15ha

以上含む場合は増加する事業区域面積 20ha

以上） 

【更新】 

・第二種特定工作物：「事」更新により設置

する第二種特定工作物の事業区域面積 40ha

以上（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha

以上）／「計」更新により設置する第二種特

定工作物の事業区域面積 80ha 以上（樹林地

等を 30ha 以上含む場合は更新により設置

する第二種特定工作物の事業区域面積 40ha

以上） 
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注 更新の結果、増設部分（既存の施設の規模を超える部分をいう。）ができた場合において、増設部分の規模が増設の規模要件を満たさないときは、更新

部分（既存の施設の規模以下の部分をいう。）の規模に増設部分の規模を合算した規模により、更新の規模要件の該当を判断する。 
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３ 規模要件を施設の能力で定めている事業 

事業 新設等 増設等 更新等 

発 電 所

（※）の設

置 又 は 変

更 

【新設設置】 

・火力発電所：「事」出力合計 11.25 万 kW 以

上 

・水力発電所：「事」出力合計 2.25 万 kW 以

上 

・地熱発電所：「事」出力合計 7500kW 以上 

・原子力発電所：「事」全て 

 

【増設】 

・火力発電所：「事」増加する出力合計 5.625

万 kW 以上かつ増設後出力 11.25 万 kW 以

上 

・水力発電所：「事」増加する出力合計 1.125

万 kW 以上かつ増設後出力 2.25 万 kW 以上 

・地熱発電所：「事」増加する出力合計3750kW

以上かつ増設後出力 7500kW 以上 

・原子力発電所：「事」全て 

【更新】 

・火力発電所：「事」更新により設置する火

力発電所の出力合計 11.25 万 kW 以上 

・水力発電所：「事」更新により設置する水

力発電所の出力合計 2.25 万 kW 以上 

・地熱発電所：「事」更新により設置する地

熱発電所の出力合計 7500kW 以上 

 

 

石 油 貯 蔵

所 の 設 置

又は変更 

 

【新設設置】 

・石油貯蔵所（危険物の規制に関する政令第

２条第２号の屋外タンク貯蔵所（原油、揮発

油、灯油、軽油又は重油を貯蔵するものに限

る。以下同じ。）：「事」貯蔵能力合計 3 万 kL

以上 

【増設】 

・石油貯蔵所：「事」増加する貯蔵能力 1.5

万 kL 以上かつ増設後の貯蔵能力合計 3 万

kL 以上 

【更新】 

・石油貯蔵所：「事」更新により設置する石

油貯蔵所の貯蔵能力合計 3 万 kL 以上 

ご み 処 理

施 設 の 設

置 又 は 変

更 

【新設設置】 

・ごみ処理施設（※）：「事」ごみ処理施設の

種類ごとの処理能力合計 200ｔ/日以上 

 

 

【増設】 

・ごみ処理施設（※）：「事」増加するごみ処

理施設の種類ごとの処理能力合計 100ｔ/日

以上かつ増設後の処理能力合計 200ｔ/日以

上 

 

 

 

 

【更新】 

・ごみ処理施設（※）：「事」更新により設置

するごみ処理施設の種類ごとの処理能力合

計 200ｔ/日以上 

原子力発電所 

現在、都内に該当する施設がない。 

（更新の対象外とする理由） 

（※）「ごみ処理施設」：廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 8条第 1項の一般廃棄物処理施設で、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行規則第 4条第 1項第 7号の焼却施設、同項第 9号のばいじん又は焼却灰の処理施設、同項第 10号の高速堆肥

化処理施設、同項第 11号の破砕施設、同項第 13号の選別施設、同項第 14号の固形燃料化施設 

（※）「発電所」：火力、水力、地熱又は原子力による発

電のため必要なダム、水路、貯水池、建物、機械、器具

その他の工作物の総体 
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事業 新設等 増設等 更新等 

し 尿 処 理

施 設 の 設

置 又 は 変

更 

【新設設置】 

・し尿処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関

する法律第８条第１項のし尿処理施設。以下

同じ。）：「事」処理能力合計 100kL/日以上 

【増設】 

・し尿処理施設：「事」増加する処理能力合

計 50kL/日以上かつ増設後の処理能力合計

100kL/日以上 

【更新】 

・し尿処理施設：「事」更新により設置する

し尿処理施設の処理能力合計 100kL/日以上 

自 動 車 駐

車 場 の 設

置 又 は 変

更 

【新設設置】 

・自動車駐車場（道路の路面外に設置する自

動車の駐車のための施設。以下同じ。）（臨時

に設置するものを除く。）：「事」同時駐車能

力 1000 台以上（住宅の居住者用の自動車の

台数を除く。）／「計」同時駐車能力 2000

台以上（住宅の居住者用の自動車の台数を除

く。） 

【増設】 

・自動車駐車場（臨時に設置するものを除

く。）：「事」増加する同時駐車能力 500 台以

上かつ増設後同時駐車能力 1000 台以上（住

宅の居住者用の自動車の台数を除く。）／

「計」増加する同時駐車能力 1000 台以上か

つ増設後同時駐車能力 2000 台以上（住宅の

居住者用の自動車の台数を除く。） 

【更新】 

・自動車駐車場（臨時に設置するものを除

く。）：「事」更新により設置する自動車駐車

場の同時駐車能力 1000 台以上（住宅の居住

者用の自動車の台数を除く。）／「計」更新

により設置する自動車駐車場の同時駐車能

力 2000 台以上（住宅の居住者用の自動車の

台数を除く。） 

 

注 更新の結果、増設部分（既存の施設の規模を超える部分をいう。）ができた場合において、増設部分の規模が増設の規模要件を満たさないときは、更新

部分（既存の施設の規模以下の部分をいう。）の規模に増設部分の規模を合算した規模により、更新の規模要件の該当を判断する。 
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４ 規模要件をその他の方法で定めている事業 

事業 新設等 増設等 更新等 

飛 行 場 の

設 置 又 は

変更 

【新設設置】 

・陸上空港等（航空法施行規則第 75 条第１

項の陸上空港等又は自衛隊が設置する陸上

空港等。以下同じ。）又は陸上ヘリポート（航

空法施行規則第 75条第１項の陸上ヘリポー

ト又は自衛隊が設置する陸上ヘリポート。以

下同じ。）：「事」全て／「計」全て 

【滑走路の新設等】 

・滑走路の新設又は位置の変更：「事」全て

／「計」全て 

・滑走路の延長：「事」等級（※）の変更を

伴うもの又は A 級着陸帯若しくはａ級滑走

路の場合については陸上空港等は 500ｍ以

上、陸上ヘリポートは 50ｍ以上の延長 

【更新】 

・陸上空港等又は陸上ヘリポート（既存の施

設の全部を除却する場合に限る。）：「事」全

て／「計」全て 

 

 

 

ふ 頭 の 設

置新設 

【新設】 

・ふ頭（※）：「事」係船岸の水深 12ｍ以上か

つ長さ 240ｍ以上／「計」係船岸の水深 15

ｍ以上かつ長さ 480ｍ以上 

 【更新】 

・ふ頭（※）：「事」更新により設置するふ頭

（船舶を係留するための岸壁に限る。）の係

船岸の水深 12ｍ以上かつ長さ 240ｍ以上／

「計」更新により設置するふ頭（船舶を係留

するための岸壁に限る。）の係船岸の水深 15

ｍ以上かつ長さ 480ｍ以上 

住 宅 団 地

の 設 置 新

設 

 

【新設】 

・住宅団地（※）：「事」住宅戸数 1500 戸以

上／「計」住宅戸数 3000 戸以上 

 【更新】 

・住宅団地（※）：「事」更新により設置する

住宅戸数 1500 戸以上／「計」更新により設

置する住宅戸数 3000 戸以上 

高 層 建 築

物 の 設 置

新設 

 

 

 

【新築】 

・建築物（建築基準法第２条第１号の建築物。

以下同じ。）：「事」高さ 100ｍ超（階段室、

昇降機塔等を含む。）かつ延べ面積 10 万㎡

超（駐車場面積を含む。）※ 

 【更新】 

・建築物：「事」更新により設置する高層建

築物の高さ 100ｍ超（階段室、昇降機塔等を

含む。）かつ延べ面積 10 万㎡超（駐車場面

積を含む。）※ 

※ 特定の地域については、高さ 180ｍ超（階段室、昇降機塔等を含む。）かつ延べ面積 15 万㎡超（駐車場面積を含む。） 

（※）「ふ頭」：船舶を係留するための岸壁、その前面
の泊地、船客の乗降又は貨物の荷さばきを行うための
固定的な施設及びこれらの施設の機能を確保するた
めに必要な護岸、臨港交通施設その他の施設の総体 

（※）「住宅団地」：一団の土地に集団的に建設さ
れる住宅及びその附帯施設の総体 

（※）「等級」：航空法施行規則第 75条第２項の着
陸帯の等級又は飛行場及び航空保安施設の設置及
び管理の基準に関する訓令別表第１に掲げる滑走
路の長さによる等級 
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５ 施設更新の対象外の事業 

事業 新設等 増設等 更新等 

河川法第３

条 第 １ 項

の 河 川 に

関 す る ダ

ムの新築 

【新築】 

・ダム（河川の流水を貯留し、又は取水する

ために設置するダムに限る。）：「事」高さ 15

ｍ以上かつ湛水面積 75ha 以上 

  

河川法第３

条 第 １ 項

の 河 川 に

関 す る 堰

の 新 築 又

は改築 

【新築】 

・堰：「事」湛水面積 75ha 以上 

【改築】 

・堰：「事」増加する湛水面積 37.5ha 以上か

つ改築後湛水面積 75ha 以上 

 

河川法第３

条 第 １ 項

の河川に関

する湖沼水

位調節施設

の新築 

【新築】 

・湖沼水位調節施設：「事」施設が設置され

る土地の面積及び施設操作により露出する

水底の最大水平投影面積の合計 75ha 以上 

  

河川法第３

条 第 １ 項

の 河 川 に

関 す る 放

水 路 の 新

築 

【新築】 

・放水路（河川を分岐して新たな河川を開削

し、流水を直接海や水系の異なる他の河川に

放流する水路）：「事」河川区域の幅 30ｍ以

上かつ長さ１㎞以上又は 75ha 以上の土地

の形状を変更するもの／「計」河川区域の幅

30ｍ以上かつ長さ 2 ㎞以上 

  

更新は、想定できない。 

現在、都内に該当する施設がない。（湛水面積が判

明している施設がない。） 

現在、都内に該当する施設がない。 

現在、都内に該当する施設がない。 

（更新の対象外とする理由） 



18 

 

事業 新設等 増設等 更新等 

ガ ス 製 造

所 の 設 置

又は変更 

【設置】 

・ガス製造所（ガス事業法施行規則別表第１

に掲げる製造所。以下同じ。）：「事」製造能

力合計 150 万 N ㎥/日以上 

【増設】 

・ガス製造所：「事」増加する製造能力合計

75 万 N ㎥/日以上かつ増設後製造能力合計

150 万 N ㎥/日以上 

 

石 油 パ イ

プ ラ イ ン

の 設 置 又

は変更 

【設置】 

・石油パイプライン（石油パイプライン事業

法第２条第２項の石油パイプライン。以下同

じ。）の導管（地下に埋設する部分を除く。）：

「事」15 ㎞超 

【延長】 

・石油パイプラインの導管（地下に埋設する

部分を除く。）：「事」延長する部分の長さ 7.5

㎞以上かつ延長後の長さ 15 ㎞以上 

 

一 般 廃 棄

物 又 は 産

業 廃 棄 物

の 陸 上 最

終 処 分 場

の 設 置 又

は変更 

【設置】 

・陸上最終処分場（廃棄物の処理及び清掃に

関する法律第８条第１項又は廃棄物の処理

及び清掃に関する法律施行令第７条第 14 号

の最終処分場（陸上において処理するものに

限る。）。以下同じ。）：「事」埋立面積１ha 以

上又は埋立容量 5 万㎥以上（廃棄物の処理

及び清掃に関する法律施行令第２条の４第

５号の特定有害産業廃棄物については埋立

面積 1000 ㎡以上） 

【増設】 

・陸上最終処分場：「事」増加する埋立面積

5000 ㎡以上かつ増設後埋立面積１ha 以上

又は増加する埋立容量 2.5 万㎥以上かつ増

設後埋立容量 5 万㎥以上（廃棄物の処理及

び清掃に関する法律施行令第２条の４第５

号の特定有害産業廃棄物については増加す

る埋立面積 500 ㎡以上かつ増設後埋立面積

1000 ㎡以上） 

 

埋 立 て 又

は干拓 

【埋立て又は干拓】 

・公有水面埋立法第１条第１項の埋立又は同

条第２項の干拓：「事」埋立て又は干拓面積

15ha 以上／「計」埋立て又は干拓面積 30ha

以上 

  

 

 

更新は、想定できない。 

更新は、想定できない。 

現在、都内に該当する施設がない。 

現在、都内に該当する施設がない。 
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事業 新設等 増設等 更新等 

流通業務市街

地の整備に関

する法律第２

条第２項の流

通業務団地造

成事業 

【流通業務団地造成事業の施行】 

・「事」全て／「計」全て 

  

土地区画整理

法第２条第１

項の土地区画

整理事業 

【土地区画整理事業の施行】 

・「事」事業区域面積 40ha 以上（樹林地等を

15ha 以上含む場合は 20ha 以上）／「計」事

業区域面積 80ha 以上（樹林地等を 30ha 以上

含む場合は 40ha 以上） 

  

新住宅市街地

開発法第２条

第１項の新住

宅市街地開発

事業 

【新住宅市街地開発事業の施行】 

・「事」施行区域面積 40ha 以上 

  

首都圏の近郊

整備地帯及び

都市開発区域

の整備に関す

る法律第２条

第５項の工業

団地造成事業 

 

【工業団地造成事業の施行】 

・「事」全て／「計」全て 

  

面的開発全体を対象としており、個別施設の更新

を対象としていない。 
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事業 新設等 増設等 更新等 

都市再開発法

第２条第１号

の市街地再開

発事業 

【市街地再開発事業の施行】 

・「事」施行区域面積 20ha 以上／「計」施行区

域面積 40ha 以上 

  

新都市基盤整

備法第２条第

１項の新都市

基盤整備事業 

【新都市基盤整備事業の施行】 

・「事」全て／「計」全て 

  

大都市地域に

おける住宅及

び住宅地の供

給の促進に関

する特別措置

法第２条第４

号の住宅街区

整備事業 

【住宅街区整備事業の施行】 

・「事」施行区域面積 20ha 以上／「計」施行区

域面積 40ha 以上 

  

建築物の建築

の用に供する

目的で行う土

地の造成 

【土地の造成】 

・「事」事業区域面積 40ha 以上（樹林地等を

15ha 以上含む場合は 20ha 以上）／「計」事

業区域面積 80ha 以上（樹林地等を 30ha 以上

含む場合は 40ha 以上） 

  

土石の採取又

は鉱物の掘採 

【土、砂利（砂及び玉石を含む。）、採石法第 2

条の岩石の採取（洗浄を含む。）、鉱業法第３条

の鉱物の掘採】 

・「事」施行区域面積（工区を分割する場合は

全体の区域の面積）10ha 以上 

  

面的開発全体を対象としており、個別施設の更

新を対象としていない。 

更新は、想定できない。 

更新は、想定できない。 
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事業 新設等 増設等 更新等 

環境に著しい

影響を及ぼす

おそれのある

事業で規則で

定めるもの 

   

 

  

規則の定めがない。 
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諮問第 480号（東京都環境影響評価制度の見直し） 

の諮問趣旨について 
 

 

１ 諮問理由 

・東京都環境影響評価条例（以下「条例」という。）に規定する対象事業

について施設の更新があった場合、新たに施設を設置する際と同程度の

環境への影響を及ぼすおそれもあることから、これまでは、条例の新設

等の規定を適用して、東京都環境影響評価制度（以下「本制度」という。）

の手続を実施してきた。 

・一方、高度成長期以降に整備した施設等更新期を迎える施設の増加が見

込まれるなど、本制度を取り巻く状況の変化が生じている。 

・本制度の手続は、事業者の一定の負担を伴うことから、施設の更新につ

いて対象を明確化するなど、より適切で分かりやすい手続とする必要が

ある。 

・よって、本制度の手続の明確化を中心に、条例の改正を含めた本制度の

見直しについて、東京都環境影響評価審議会に諮問する。 

 

 

２ 本制度の見直しの視点 

(1) 本制度の手続の明確化等 

条例の対象事業について、施設の更新があった場合に条例の対象と

なることを明確化する規定を設けるなど、手続の明確化を中心に、必

要な見直しを図る。 

(2) その他 

そのほか、本制度の運用上の課題について、見直しを図る。 

  

参考資料１ 
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第 19期東京都環境影響評価審議会委員名簿 

注１）委員任期は、平成 29年 5月 20日から平成 31年 5月 19日まで 

注２）※は両部会を併任する。 

注３）会長は、両部会に所属する。 

 

環境影響評価制度検討特別部会 委員名簿 

  

区 分 氏  名 現   職 

会 長  柳 憲一郎  明治大学教授 

第 

一 

部 

会 

 部会長  町田 信夫  日本大学名誉教授 

 委 員  奥 真美  首都大学東京教授 

 委 員 ※小林 一哉  中央大学教授 

 委 員  小堀 洋美  東京都市大学特別教授 

 委 員  齋藤 利晃  日本大学教授 

 委 員  谷川 昇  国立研究開発法人国立環境研究所客員研究員 

 委 員  堤 仁美  昭和女子大学専任講師 

 委 員 ※寺島 孝一  元江戸遺跡研究会世話人代表 

 委 員  平林 由希子  芝浦工業大学教授 

 委 員  森川 多津子  一般財団法人日本自動車研究所主任研究員 

 委 員  義江 龍一郎  東京工芸大学学長 

第 

二 

部 

会  

 部会長  平手 小太郎  東京大学教授 

 委 員  池邊 このみ  千葉大学大学院教授 

 委 員  池本 久利  一般財団法人日本環境衛生センター 課長 

 委 員  日下 博幸  筑波大学教授 

 委 員  坂本 慎一  東京大学生産技術研究所教授 

 委 員  佐々木 裕子  国立研究開発法人国立環境研究所客員研究員 

 委 員  西川 豊宏  工学院大学教授 

 委 員  藤倉 まなみ  桜美林大学教授 

 委 員  宮越 昭暢  国立研究開発法人産業技術総合研究所主任研究員 

区 分 氏  名 現   職 専門分野 

部会長  柳 憲一郎  明治大学教授  法律・行政 

委 員  奥 真美  首都大学東京教授  法律・行政 

委 員  平手 小太郎  東京大学教授  日影、風環境、景観 

部会長代理  藤倉 まなみ  桜美林大学教授  法律・行政 

委 員  町田 信夫  日本大学名誉教授  騒音・振動 

参考資料２ 
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審議の経過 
 

 

区 分 年 月 日 主な審議事項 

審議会（総会） 平成 29年 12月 21日 
（諮問第 480号） 

東京都環境影響評価制度の見直しについて諮問 

特別部会 
（平成 29年度第１回） 

平成 30年 1月 24日 
「東京都環境影響評価制度の見直し」に係る各検討

事項について 

特別部会 
（平成 29年度第２回） 

平成 30年 2月 16日 
「東京都環境影響評価制度の見直し」に係る各検討

事項について 

特別部会 
（平成 29年度第３回） 

平成 30年 3月 23日 
東京都環境影響評価制度の見直しの中間のまとめ

（案）について 

特別部会 
（平成 30年度第１回） 

平成 30年 4月 23日 
東京都環境影響評価制度の見直しの中間のまとめ

（案）について 

特別部会 
（平成 30年度第２回） 

平成 30年 6月 25日 
東京都環境影響評価制度の見直しの中間のまとめ

（案）について 

審議会（総会） 平成 30年 6月 26日 東京都環境影響評価制度の見直し 中間のまとめ 

特別部会 
（平成 30年度第３回） 

平成 30年 8月 27日 
東京都環境影響評価制度の見直しの答申（案）に 

ついて 

特別部会 
（平成 30年度第４回） 

平成 30年 10月 5日 
東京都環境影響評価制度の見直しの答申（案）に 

ついて 

審議会（総会） 平成 30年 10月 5日 東京都環境影響評価制度の見直し 答申 

 

参考資料３ 


